
決算書

ページ

事業説明書

ページ
事業CD 款 目 事業名

担当課

(令和６年度担当課)

262 1 010138 総務費 一般管理費 職員給与費－介護保険事業 人事課

266 2 010143 地域支援事業費 介護予防・生活支援サービス事業費 職員給与費－介護予防・生活支援サービス事業 人事課

270 3 010145 地域支援事業費 総合相談事業費 職員給与費－総合相談事業 人事課

274 4 010144 地域支援事業費 生活支援体制整備事業費 職員給与費－生活支援体制整備事業費 人事課

262 5 850101 総務費 一般管理費 介護保険管理運営事業 介護保険課

262 6 850201 総務費 連合会負担金 県国民健康保険連合会負担金 介護保険課

262 7 850301 総務費 賦課徴収費 介護保険料徴収事業 介護保険課

264 8 850401 総務費 認定調査等費 要介護認定調査事業 介護保険課

264 9 850601 総務費 認定調査等費 訪問調査モバイル導入事業 介護保険課

264 10 850501 総務費 計画策定委員会費 総合介護計画策定事業 介護保険課

264 11 851101 保険給付費 介護サービス等諸費 居宅介護サービス給付事業 介護保険課

264 12 851201 保険給付費 介護サービス等諸費 特例居宅介護サービス給付事業 介護保険課

264 13 851301 保険給付費 介護サービス等諸費 地域密着型介護サービス給付事業 介護保険課

264 14 851401 保険給付費 介護サービス等諸費 特例地域密着型介護サービス給付事業 介護保険課

264 15 851501 保険給付費 介護サービス等諸費 施設介護サービス給付事業 介護保険課

264 16 851601 保険給付費 介護サービス等諸費 特例施設介護サービス給付事業 介護保険課

264 17 851701 保険給付費 介護サービス等諸費 居宅介護福祉用具購入事業 介護保険課

264 18 851801 保険給付費 介護サービス等諸費 居宅介護住宅改修事業 介護保険課

264 19 851901 保険給付費 介護サービス等諸費 居宅介護サービス計画給付事業 介護保険課

264 20 852001 保険給付費 介護サービス等諸費 特例居宅介護サービス計画給付事業 介護保険課

266 21 852101 保険給付費 介護予防サービス等諸費 介護予防サービス給付事業 介護保険課

266 22 852201 保険給付費 介護予防サービス等諸費 特例介護予防サービス給付事業 介護保険課

266 23 852301 保険給付費 介護予防サービス等諸費 地域密着型介護予防サービス給付事業 介護保険課

266 24 852401 保険給付費 介護予防サービス等諸費 特例地域密着型介護予防サービス給付事業 介護保険課

266 25 852501 保険給付費 介護予防サービス等諸費 介護予防福祉用具購入事業 介護保険課

266 26 852601 保険給付費 介護予防サービス等諸費 介護予防住宅改修事業 介護保険課

266 27 852701 保険給付費 介護予防サービス等諸費 介護予防サービス計画給付事業 介護保険課

266 28 852801 保険給付費 介護予防サービス等諸費 特例介護予防サービス計画給付事業 介護保険課

266 29 852901 保険給付費 審査支払手数料 審査支払手数料 介護保険課

266 30 853001 保険給付費 高額介護サービス費 高額介護サービス事業 介護保険課

266 31 853101 保険給付費 高額介護予防サービス費 高額介護予防サービス事業 介護保険課

266 32 853201 保険給付費 高額医療合算介護サービス費 高額医療合算介護サービス事業 介護保険課

266 33 853301 保険給付費 高額医療合算介護予防サービス費 高額医療合算介護予防サービス事業 介護保険課

266 34 853401 保険給付費 特定入所者介護サービス等諸費 特定入所者介護サービス給付事業 介護保険課

266 35 853501 保険給付費 特定入所者介護サービス等諸費 特例特定入所者介護サービス給付事業 介護保険課

266 36 853601 保険給付費 特定入所者介護サービス等諸費 特定入所者介護予防サービス給付事業 介護保険課

266 37 853701 保険給付費 特定入所者介護サービス等諸費 特例特定入所者介護予防サービス給付事業 介護保険課

266 38 855001 地域支援事業費 介護予防・生活支援サービス事業費 介護予防・生活支援サービス事業 介護保険課

266 39 855002 地域支援事業費 介護予防・生活支援サービス事業費 第１号訪問事業 介護保険課

266 40 855003 地域支援事業費 介護予防・生活支援サービス事業費 第１号通所事業 介護保険課

268 41 855501 地域支援事業費 介護予防ケアマネジメント事業費 介護予防ケアマネジメント事業 介護保険課

268 42 855601 地域支援事業費 高額介護予防サービス費相当事業等諸費 高額介護予防サービス費相当事業 介護保険課

268 43 855701 地域支援事業費 高額介護予防サービス費相当事業等諸費 高額医療合算介護予防サービス費相当事業 介護保険課

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）
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事業CD 款 目 事業名

担当課

(令和６年度担当課)

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）

268 44 856001 地域支援事業費 一般介護予防事業費 一般介護予防事業 介護保険課

270 45 857001 地域支援事業費 総合相談事業費 総合相談事業 介護保険課

270 46 858201 地域支援事業費 総合相談事業費 地域包括支援センター運営事業 介護保険課

272 47 857501 地域支援事業費 権利擁護事業費 権利擁護事業 介護保険課

272 48 857601 地域支援事業費 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 介護保険課

272 49 857101 地域支援事業費 任意事業費 家族介護支援等事業 介護保険課

272 50 857201 地域支援事業費 任意事業費 介護給付適正化等事業 介護保険課

272 51 857302 地域支援事業費 任意事業費 介護相談員派遣等事業 介護保険課

272 52 857401 地域支援事業費 任意事業費 福祉用具・住宅改修支援事業 介護保険課

272 53 857701 地域支援事業費 任意事業費 認知症サポーター養成事業 介護保険課

272 54 857801 地域支援事業費 在宅医療・介護連携推進事業費 在宅医療・介護連携推進事業 介護保険課

274 55 857901 地域支援事業費 生活支援体制整備事業費 生活支援体制整備事業 介護保険課

274 56 858001 地域支援事業費 認知症総合支援事業費 認知症総合支援事業 介護保険課

274 57 858101 地域支援事業費 地域ケア会議推進事業費 地域ケア会議推進事業 介護保険課

276 58 852902 地域支援事業費 審査支払手数料 審査支払手数料（地域支援事業費） 介護保険課

276 59 961502 基金積立金 介護給付費準備基金積立金 介護保険給付準備基金 介護保険課

276 60 859001 諸支出金 第１号被保険者保険料還付金 保険料還付金 介護保険課

276 61 859301 諸支出金 償還金 償還金 介護保険課

276 62 859101 諸支出金 第１号被保険者還付加算金 還付加算金 介護保険課

276 63 950115 諸支出金 他会計繰出金 一般会計繰出金－介護保険特別会計保険事業勘定 介護保険課

276 64 980115 予備費 予備費 予備費－介護保険事業特別会計（保険事業勘定） 介護保険課



無

款 01 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 04 ＜成果・実績＞

項 11

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

266

国庫支出金

2

＜事業概要＞

所管課 人事課

決算額(千円) 100,016

事業CD

会計

010138
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）

総務費

職員給与費－介護保険事業事業名

総務管理費

一般管理費

予算額(千円) 102,856

県支出金   

（前年決算 101,449

国庫支出金

資料決算書頁 262

　介護保険事業に従事する職
員の給与を計上しました。

県支出金   

介護予防・生活支援サー
ビス事業費

予算額(千円) 22,212

22.8%

12.5%

介護予防・生活支援サー
ビス事業費

所管課 人事課
職員給与費－介護予防・生活支援サービス事業事業名

決算額(千円) 20,983

010143

会計

＜事業概要＞

介護保険事業特別会計
（保険事業勘定）

決算書頁 資料

事業CD

地域支援事業費

（前年決算 20,275

1

　介護予防・生活支援サービ
ス事業に従事する職員の給
与を計上しました。

　介護保険事業に従事する職員の給与を計上しました。

　介護予防・生活支援サービス事業に従事する職員の給与を計上しました。

　引き続き、職員給与費を適正に執行します。

　引き続き、職員給与費を適正に執行します。



無

款 04 ＜成果・実績＞

項 13

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 04 ＜成果・実績＞

項 13

目 06

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

県支出金   19.25%

3

包括的支援事業・任意事
業費

生活支援体制整備事業費

予算額(千円)

国庫支出金 38.5%

8,893

決算額(千円) 8,685

（前年決算 7,875

地域支援事業費

＜事業概要＞

決算額(千円) 17,930

（前年決算 －

国庫支出金 38.5%

人事課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 270 資料

事業CD 010145
事業名

事業CD 010144
事業名 職員給与費－生活支援体制整備事業費

所管課 人事課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 274 資料

職員給与費－総合相談事業
所管課

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

総合相談事業費

予算額(千円) 18,921

＜事業概要＞

4

県支出金   19.25%

　総合相談事業に従事する職
員の給与を計上しました。

　生活支援体制整備事業に
従事する職員の給与を計上し
ました。

　総合相談事業に従事する職員の給与を計上しました。

　生活支援体制整備事業に従事する職員の給与を計上しました。

　引き続き、職員給与費を適正に執行します。

　引き続き、職員給与費を適正に執行します。



無

款 01 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 01 ＜成果・実績＞

項 01

目 02

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

総務費

総務管理費 　令和６年度は介護保険法の改正、介護報酬の改定が行われたため、令和５年度中にシステム改
修を行う等、介護保険事業全般の円滑な運営を図りました。

事業CD 850101
事業名 介護保険管理運営事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 262 資料

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

介護保険事務システム改修 0 2,739 千円

一般管理費

予算額(千円) 15,405

決算額(千円) 14,646

（前年決算 11,663

国庫支出金 一部1/2

事業CD 850201
事業名 県国民健康保険連合会負担金

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 262 資料

＜事業概要＞

　介護保険事業全般を円滑に
実施するために、システム等
を活用し運営しました。

　３年に一度の制度改正、介護報酬改定に対応するため、システム改修等を実施し、介護保険事
業全般の円滑な運営を図ります。

5

＜事業概要＞

　介護保険事務経費として、
被保険者数割と保険者割に
よる負担金を委託先の滋賀
県国民健康保険団体連合会
に支出しました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への事務委託による介護保険給付支払の適正化と効率化のた
め、引き続き適切な支出を行います。

6

県支出金   

総務費

総務管理費 　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査支払事務の委託により、介護保険給付支払の適正化
と効率化を図りました。その業務負担金７４１，８５２円と、保険者支援システム費用負担金５５，００
０円を支払いました。連合会負担金

予算額(千円) 797

決算額(千円) 797

（前年決算 795

国庫支出金



無

款 01 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 01 ＜成果・実績＞

項 03

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

総務費

徴収費 　介護保険事業の運営の基盤となる介護保険料について、第1号被保険者に対して適切な賦課徴
収を行いました。

賦課徴収費

予算額(千円) 7,087

決算額(千円) 6,863

（前年決算 6,758

国庫支出金

事業CD 850301
事業名 介護保険料徴収事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 262 資料

＜事業概要＞ 介護保険料決定通知書等の印刷、封入、封緘業務の委託 22,000 22,000 枚

　介護保険事業の安定的な
運営のため、第１号被保険者
に介護保険料の賦課及び徴
収を行いました。

　介護保険事業の安定的な運営のためには保険料の確保が必要であり、市民に対して丁寧な周
知、啓発を行い、今後も適正な賦課徴収に努めます。また、口座振替の勧奨や啓発により、納め忘
れの防止及び期限内納付の取り組みを進めていきます。

7

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

未納者への督促状、催告書の発送 99.5 99.6 ％

総務費

介護認定審査会費 　令和５年度は、新規申請８８６件、変更申請４４１件、更新申請１，２８３件の合計２，６１０件を審
査しました。申請から認定までの平均処理日数は、４０．８日で令和４年度よりも２．１日遅延となり
ました。また、要介護認定調査件数は２，６２７件となり、この件数は調査後の死亡や申請の取り下
げ、新年度の審査になる等により、審査件数とは異なります。

認定調査等費

予算額(千円) 40,742

決算額(千円) 40,013

（前年決算 41,564

国庫支出金

事業CD 850401
事業名 要介護認定調査事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 264 資料

＜事業概要＞

　要支援・要介護認定に必要
な訪問調査及び主治医意見
書の作成依頼業務を行いまし
た。

　申請から認定まで３０日間を超える遅延（平均）日数が令和４年度より延びています。この期間をより短縮す
るため、対策の一つとして、訪問調査時のモバイル導入を実施しました。令和６年度以降は、モバイル機器を
利用して、調査票作成時間の削減等事務作業の効率化を図ることに努めます。また、引き続き、市調査員の
確保と、委託に力を入れて進めていきます。
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県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

要介護認定調査 2,787 2,627 件



無

款 01 ＜成果・実績＞

項 03

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 01 ＜成果・実績＞

項 05

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

総務費

介護認定審査会費 　申請から認定まで３０日間を超える遅延（平均）日数が令和４年度より延びています。この期間を
より短縮するため、対策の一つとして、訪問調査時のモバイル導入を実施しました。

認定調査等費

予算額(千円) 4,775

決算額(千円) 4,734

（前年決算 －

国庫支出金 1/2 

事業CD 850601
事業名 訪問調査モバイル導入事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 264 資料

＜事業概要＞

　調査員用の訪問調査モバイ
ルの導入を行いました。

　申請から認定まで３０日間を超える遅延（平均）日数をより短縮するため、令和６年度以降は、モ
バイル機器を利用して、調査票作成時間の削減等事務作業の効率化を図ることに努めます。

9

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

訪問調査モバイル導入 0 7 台

総務費

計画策定委員会費 　令和３年度から令和５年度を任期とする第８期総合介護市民協議会を設置し、分野ごとに議論を
行う体制として、２部会（高齢者福祉部会、医療連携部会）を設置し、2025年、2040年を見据え、高
齢者が可能な限り住み慣れたまちで暮らし続けられる地域包括ケアシステムの構築などを第９期
総合介護計画として策定しました。

計画策定委員会費

予算額(千円) 4,451

決算額(千円) 4,417

（前年決算 4,243

国庫支出金

事業CD 850501
事業名 総合介護計画策定事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 264 資料

＜事業概要＞

　令和６年度は、第９期総合介護計画の初年度であることから、総合介護市民協議会において目
標に対する進捗状況を確認し、目標の達成に向けて着実に取り組みを進めていきます。
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　総合介護市民協議会を設置
し、総合介護計画で設定した
目標の進捗管理と高齢者の
福祉の推進及び介護保険事
業に係る保険給付の円滑な
実施を図るため会議を開催し
ました。また、３か年ごとに各
種調査を実施し、総合介護計
画を策定しました。

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位
総合介護計画の進捗管理及び次期計画の策定についての審
議

2 5 回



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

保険給付費

介護サービス等諸費 　訪問介護、通所介護、短期入所等を利用した要介護認定者の負担割合に応じ、保険者が負担す
る給付費として、滋賀県国民健康保険団体連合会に審査事務等を委託しており、審査年月毎に同
会より請求を受け、支払いを行いました。介護サービス等諸費

予算額(千円) 2,336,690

決算額(千円) 2,257,828

（前年決算 2,203,440

国庫支出金 23%

事業CD 851101
事業名 居宅介護サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 264 資料

事業CD 851201
事業名 特例居宅介護サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 264 資料

＜事業概要＞

　要介護認定者の必要な居
宅サービス（通所介護、訪問
介護等）の利用に対して保険
給付を行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。

11

県支出金   12.5%

＜事業概要＞

　要介護認定者が、通所介護
や短期入所生活介護の指定
居宅サービス以外の一定基
準を満たす居宅サービス（基
準該当）の利用に対して保険
給付を行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。
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県支出金   

保険給付費

介護サービス等諸費 　当年度の執行はありませんでした。

介護サービス等諸費

予算額(千円) 1

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

保険給付費

介護サービス等諸費 　地域密着型通所介護、認知症共同生活介護、小規模多機能型居宅介護等を利用した要介護認
定者の負担割合に応じ、保険者が負担する給付費として、滋賀県国民健康保険団体連合会に審
査事務等を委託しており、審査年月毎に同会より請求を受け、支払いを行いました。介護サービス等諸費

予算額(千円) 1,256,730

決算額(千円) 1,232,849

（前年決算 1,169,184

国庫支出金 23%

事業CD 851301
事業名 地域密着型介護サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 264 資料

事業CD 851401
事業名 特例地域密着型介護サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 264 資料

＜事業概要＞

　住み慣れた地域で安心して
暮らすためグループホーム・
認知症対応型通所介護・小規
模多機能型居宅介護事業所
などの利用に対して保険給付
を行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。
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県支出金   12.5%

＜事業概要＞

　指定地域密着型サービスの
確保が著しく困難である離島
その他の地域であって、指定
地域密着型介護サービス以
外の一定基準を満たす地域
密着型介護サービス（基準該
当）の利用に対して保険給付
を行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。
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県支出金   12.5%

保険給付費

介護サービス等諸費 　老喜の里を利用した要介護認定者の負担割合に応じ、保険者が負担する給付費として、滋賀県
国民健康保険団体連合会に審査事務等を委託しており、審査年月毎に同会より請求を受け、支払
いを行いました。介護サービス等諸費

予算額(千円) 7,000

決算額(千円) 5,424

（前年決算 8,130

国庫支出金 23%



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

保険給付費

介護サービス等諸費 　介護保険施設入所により介護サービスを利用した要介護認定者の負担割合に応じ、保険者が負
担する給付費として、滋賀県国民健康保険団体連合会に審査事務等を委託しており、審査年月毎
に同会より請求を受け、支払いを行いました。介護サービス等諸費

予算額(千円) 2,167,729

決算額(千円) 1,899,288

（前年決算 1,856,112

国庫支出金 18%

事業CD 851501
事業名 施設介護サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 264 資料

事業CD 851601
事業名 特例施設介護サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 264 資料

＜事業概要＞

　要介護認定者の介護保険
施設入所に伴う施設サービス
利用者に対して保険給付を行
いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。
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県支出金   17.5%

＜事業概要＞

　指定施設介護サービス以外
の一定基準を満たす施設介
護サービス（基準該当）の利
用に対して保険給付を行いま
した。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。
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県支出金   

保険給付費

介護サービス等諸費 　当年度の執行はありませんでした。

介護サービス等諸費

予算額(千円) 1

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

保険給付費

介護サービス等諸費 　在宅要支援認定者を支えるため貸与になじまない性質の入浴や排泄に用いる一定の福祉用具
等の購入に対して保険給付を行いました。

介護サービス等諸費

予算額(千円) 8,000

決算額(千円) 7,735

（前年決算 6,488

国庫支出金 23%

事業CD 851701
事業名 居宅介護福祉用具購入事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 264 資料

事業CD 851801
事業名 居宅介護住宅改修事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 264 資料

＜事業概要＞

　在宅要介護認定者を支える
ため貸与になじまない性質の
入浴や排泄に用いる一定の
福祉用具等の購入に対して
保険給付を行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。
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県支出金   12.5%

＜事業概要＞

　在宅要介護認定者を支える
ため、手すりの取り付けなど
一定の住宅改修に対して保
険給付を行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。
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県支出金   12.5%

保険給付費

介護サービス等諸費 　在宅要介護認定者を支えるため、手すりの取り付けなど一定の住宅改修に対して保険給付を行
いました。

介護サービス等諸費

予算額(千円) 17,680

決算額(千円) 12,536

（前年決算 12,850

国庫支出金 23%



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

保険給付費

介護サービス等諸費 　指定居宅介護支援事業所がケアプランを作成した際、その費用は保険者が全額を負担していま
す。滋賀県国民健康保険団体連合会に審査事務等を委託しており、審査年月毎に同会より請求を
受け、支払いを行いました。介護サービス等諸費

予算額(千円) 353,067

決算額(千円) 321,981

（前年決算 322,173

国庫支出金 23%

事業CD 851901
事業名 居宅介護サービス計画給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 264 資料

事業CD 852001
事業名 特例居宅介護サービス計画給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 264 資料

＜事業概要＞

　要介護認定者のケアプラン
作成を指定居宅介護支援事
業所が行ったとき保険給付を
行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。
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県支出金   12.5%

＜事業概要＞

　指定居宅介護サービス計画
費以外の一定基準を満たす
居宅介護サービス計画費（基
準該当）の利用に対して保険
給付を行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。
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県支出金   

保険給付費

介護サービス等諸費 　当年度の執行はありませんでした。

介護サービス等諸費

予算額(千円) 1

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

保険給付費

介護予防サービス等諸費 　訪問介護、通所介護、短期入所等を利用した要支援認定者の負担割合に応じ、保険者が負担す
る給付費として、滋賀県国民健康保険団体連合会に審査事務等を委託しており、審査年月毎に同
会より請求を受け、支払いを行いました。介護予防サービス等諸費

予算額(千円) 38,555

決算額(千円) 32,800

（前年決算 32,718

国庫支出金 23%

事業CD 852101
事業名 介護予防サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

事業CD 852201
事業名 特例介護予防サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

＜事業概要＞

　要支援認定者の在宅での
生活を支える介護予防サービ
ス利用に対して保険給付を行
いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。

21

県支出金   12.5%

＜事業概要＞

　通所介護などの指定介護予
防サービス以外の一定基準
を満たす介護予防サービス
（基準該当）の利用に対して
保険給付を行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。

22

県支出金   

保険給付費

介護予防サービス等諸費 　当年度の執行はありませんでした。

介護予防サービス等諸費

予算額(千円) 1

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

保険給付費

介護予防サービス等諸費 　地域密着型通所介護、認知症共同生活介護、小規模多機能型居宅介護等を利用した要支援認
定者の負担割合に応じ、保険者が負担する給付費として、滋賀県国民健康保険団体連合会に審
査事務等を委託しており、審査年月毎に同会より請求を受け、支払いを行いました。介護予防サービス等諸費

予算額(千円) 4,600

決算額(千円) 3,366

（前年決算 5,239

国庫支出金 23%

事業CD 852301
事業名 地域密着型介護予防サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

事業CD 852401
事業名 特例地域密着型介護予防サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

＜事業概要＞

　要支援認定者が住み慣れ
た地域で安心して暮らし続け
るための介護予防サービスで
小規模多機能型居宅介護事
業所などの利用に対し保険給
付を行いました

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。

23

県支出金   12.5%

＜事業概要＞

　指定地域密着型介護予防
サービス以外の一定基準を
満たす地域密着型介護予防
サービス（基準該当）の利用
に対して保険給付を行いまし
た。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。

24

県支出金   

保険給付費

介護予防サービス等諸費 　当年度の執行はありませんでした。

介護予防サービス等諸費

予算額(千円) 1

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

保険給付費

介護予防サービス等諸費 　在宅要支援認定者を支えるため貸与になじまない性質の入浴や排泄に用いる一定の福祉用具
等の購入に対して保険給付を行いました。

介護予防サービス等諸費

予算額(千円) 1,300

決算額(千円) 1,045

（前年決算 662

国庫支出金 23%

事業CD 852501
事業名 介護予防福祉用具購入事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

事業CD 852601
事業名 介護予防住宅改修事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

＜事業概要＞

　在宅要支援認定者を支える
ため貸与になじまない性質の
入浴や排泄に用いる一定の
福祉用具等の購入に対して
保険給付を行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。

25

県支出金   12.5%

＜事業概要＞

　在宅要支援認定者を支える
ため、手すりの取り付けなど
一定の住宅改修に対して保
険給付を行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。

26

県支出金   12.5%

保険給付費

介護予防サービス等諸費 　在宅要支援認定者を支えるため、手すりの取り付けなど一定の住宅改修に対して保険給付を行
いました。

介護予防サービス等諸費

予算額(千円) 4,740

決算額(千円) 3,395

（前年決算 2,493

国庫支出金 23%



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

保険給付費

介護予防サービス等諸費 　指定居宅介護予防支援事業所がケアプランを作成した際、その費用は保険者が全額を負担して
います。滋賀県国民健康保険団体連合会に審査事務等を委託し、支払いを行いました。

介護予防サービス等諸費

予算額(千円) 10,090

決算額(千円) 8,770

（前年決算 8,367

国庫支出金 23%

事業CD 852701
事業名 介護予防サービス計画給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

事業CD 852801
事業名 特例介護予防サービス計画給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

＜事業概要＞

　要支援認定者のケアプラン
作成を指定居宅介護予防支
援事業所が行ったとき保険給
付を行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。
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県支出金   12.5%

＜事業概要＞

　指定居宅介護予防サービス
計画費以外の一定基準を満
たす居宅介護予防サービス
計画費（基準該当）の利用に
対して保険給付を行いまし
た。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査事務等の委託による介護保険給付支払いの適正化と
効率化のため、引き続き適切な支出を行います。また、過年度よりの伸び率や報酬改定に伴う給
付費の見込額を積算し、必要に応じて予算の措置を行います。

28

県支出金   

保険給付費

介護予防サービス等諸費 　当年度の執行はありませんでした。

介護予防サービス等諸費

予算額(千円) 1

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 03

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 04

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

保険給付費

その他諸費 　介護保険サービス提供事業者から請求された介護給付費請求書について、滋賀県国民健康保
険団体連合会が行う審査支払に対する手数料を支払いました。

審査支払手数料

予算額(千円) 7,840

決算額(千円) 6,516

（前年決算 6,370

国庫支出金 23%

事業CD 852901
事業名 審査支払手数料

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

事業CD 853001
事業名 高額介護サービス事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

＜事業概要＞

　介護保険サービス提供事業
者から請求された介護給付費
請求書について、滋賀県国民
健康保険団体連合会が行う
審査支払に対する手数料を
支払いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査支払委託による介護保険給付支払いの適正化と効率
化のため、引き続き適切な支出を行います。

29

県支出金   12.5%

＜事業概要＞

　介護サービスの利用に伴う
利用者負担が高額となった要
介護認定者に対して、所得等
に応じて定められた額から超
えた額を支給しました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会に事務を委託し、給付支払の適正化、効率化を図り、利用者負
担の軽減のため、適切な支出を行います。

30

県支出金   12.5%

保険給付費

高額介護サービス等費 　滋賀県国民健康保険団体連合会に、高額介護サービス費の給付対象者の抽出や支給決定に伴
う各対象者への支払い処理を委託し、支出を行いました。
　死亡等により振込不能となった対象者には、滋賀県国民健康保険団体連合会より対象者の給付
費の戻入を受けた後、当課より対象者の指定する振込先に支払い処理を行っています。

高額介護サービス費

予算額(千円) 140,512

決算額(千円) 120,368

（前年決算 121,692

国庫支出金 23%



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 04

目 02

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 05

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

保険給付費

高額介護サービス等費 　滋賀県国民健康保険団体連合会に、高額介護サービス費の給付対象者の抽出や支給決定に伴
う各対象者への支払い処理を委託し、支出を行いました。

高額介護予防サービス費

予算額(千円) 41

決算額(千円) 25

（前年決算 5

国庫支出金 23%

事業CD 853101
事業名 高額介護予防サービス事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

事業CD 853201
事業名 高額医療合算介護サービス事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

＜事業概要＞

　介護予防サービスの利用に
伴う利用者負担が高額となっ
た要支援認定者に対して、所
得等に応じて定められた額か
ら超えた額に対し保険給付を
行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会に事務を委託し、給付支払の適正化、効率化を図り、利用者負
担の軽減のため、適切な支出を行います。

31

県支出金   12.5%

＜事業概要＞

　医療保険と介護保険の一年
間の自己負担額合算額が一
定の基準を超えた場合に給
付を行い、利用者負担を軽減
しました。

 滋賀県国民健康保険団体連合会に事務を委託し、給付の適正化、効率化を図り、利用者負担の
軽減のため、適切な支出を行います。

32

県支出金   12.5%

保険給付費

高額医療合算介護サービ
ス等費

　滋賀県国民健康保険団体連合会に、高額医療合算介護サービス費の給付対象者の情報突合等
の事務を委託し、対象者に支払いました。

高額医療合算介護サービ
ス費

予算額(千円) 20,900

決算額(千円) 17,520

（前年決算 19,211

国庫支出金 23%



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 05

目 02

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 07

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

保険給付費

高額医療合算介護サービ
ス等費

　滋賀県国民健康保険団体連合会に、高額医療合算介護予防サービス費の給付対象者の情報突
合等の事務を委託し、対象者に支払いました。

高額医療合算介護予防
サービス費

予算額(千円) 100

決算額(千円) 23

（前年決算 4

国庫支出金 23%

事業CD 853301
事業名 高額医療合算介護予防サービス事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

事業CD 853401
事業名 特定入所者介護サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

＜事業概要＞

　医療保険と介護保険の一年
間の自己負担額合算額が一
定の基準を超えあ場合に給
付を行い、利用者負担を軽減
しました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会に事務を委託し、給付の適正化、効率化を図り、利用者負担の
軽減のため、適切な支出を行います。

33

県支出金   12.5%

県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

介護保険負担限度額認定証の発行 660 657 認定数

保険給付費

特定入所者介護サービス
等費

　低所得要介護認定者の施設サービス・短期入所サービスでの食費・居住費の自己負担を利用者
の所得段階ごとに限度額を設定し、超過分の保険給付を行いました。

特定入所者介護サービス
等諸費

予算額(千円) 170,000

決算額(千円) 137,455

（前年決算 131,322

国庫支出金 23%

＜事業概要＞

　低所得要介護認定者の施
設サービス・短期入所サービ
スでの食費・居住費の自己負
担を利用者の所得段階ごとに
限度額を設定し、超過分の保
険給付を行いました。

 滋賀県国民健康保険団体連合会に事務を委託し、給付の適正化、効率化を図り、利用者負担の
軽減のため、適切な支出を行います。

34



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 07

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 07

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 853501
事業名 特例特定入所者介護サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

＜事業概要＞

　「特定入所者介護サービス
給付事業」と同内容で短期入
所生活介護の指定居宅サー
ビス以外の一定基準を満たす
居宅サービス（基準該当）の
食費等分について保険給付
を行いました。 　滋賀県国民健康保険団体連合会に事務を委託し、給付の適正化、効率化を図り、利用者負担の

軽減のため、適切な支出を行います。
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保険給付費

特定入所者介護サービス
等費

　当年度の執行はありませんでした。

特定入所者介護サービス
等諸費

予算額(千円) 250

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

保険給付費

特定入所者介護サービス
等費

　当年度の執行はありませんでした。

特定入所者介護サービス
等諸費

予算額(千円) 100

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

事業CD 853601
事業名 特定入所者介護予防サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

＜事業概要＞

　要支援認定者の短期入所
生活介護指定居宅サービス
以外の一定基準を満たす居
宅サービス（基準該当）の食
費等分を所得に応じ限度額
超過分の保険給付を行いまし
た。 　滋賀県国民健康保険団体連合会に事務を委託し、給付の適正化、効率化を図り、利用者負担の

軽減のため、適切な支出を行います。
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県支出金   



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 07

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 04 ＜成果・実績＞

項 11

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 853701
事業名 特例特定入所者介護予防サービス給付事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

＜事業概要＞

　要支援認定者の短期入所
生活介護指定居宅サービス
以外の一定基準を満たす居
宅サービス（基準該当）の食
費等分を所得に応じ限度額
超過分の保険給付を行いまし
た。 　滋賀県国民健康保険団体連合会に事務を委託し、給付の適正化、効率化を図り、利用者負担の

軽減のため、適切な支出を行います。
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保険給付費

特定入所者介護サービス
等費

　当年度の執行はありませんでした。

特定入所者介護サービス
等諸費

予算額(千円) 100

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

地域支援事業費

介護予防・生活支援サー
ビス事業費

介護予防・生活支援サー
ビス事業費

予算額(千円) 5,758

決算額(千円) 5,574

（前年決算 2,869

国庫支出金 22.8%

事業CD 855001
事業名 介護予防・生活支援サービス事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

　介護予防・日常生活支援総合事業対象者や要支援１・２の認定を持つ方の初期相談対応及び、
介護予防ケアマネジメント費支払い等の管理を実施しました。相談対応した対象者については、適
切にマネジメントを行い介護予防事業につなげ、適正な管理を実施することができました。

（令和５年の実績）
初期相談ケース１４７件・ケアマネジメント費管理７０件（介護予防相談支援事業所ケース管理簿よ
り計上）

＜事業概要＞

　引き続き事業運営を行う中で適宜事業の見直しを図り、適正な運営を実施します。
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県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

要支援１・２、事業対象者の初期相談対応、介護予防ケアマネジメント費の支払い
業務の実施  （初期相談・ケアマネジメント費管理） 206 217 人

　虚弱な傾向のある高齢者に
対して、自立支援に着目した
介護予防の取組を実施しまし
た。



無

款 04 ＜成果・実績＞

項 11

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 04 ＜成果・実績＞

項 11

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

地域支援事業費

介護予防・生活支援サー
ビス事業費

①訪問型サービスC：自宅でできにくくなった生活行為等を専門職指導のもと、再度取り組むことを
目的として実施しています。ご本人の身体的特徴や生活環境に合わせ実施することが出来ました。
沖島訪問型サービスCでは、６名が利用され、住み慣れた島で自立した生活を長く続けるための支
援を実施することができました。
【利用人数】１０名（訪問型サービスC…４名・沖島訪問型サービスC…６名）
②介護予防訪問介護相当サービス
【実施内容】市外の住所地特例施設等に在住する本市被保険者で、介護予防訪問介護相当サー
ビス等を利用した方のサービス費用を支出しました。
【利用人数】４人
【成　　果】市外の住所地特例施設に在住する本市被保険者に対して、必要なサービスを提供する
ことができました。
 
 

介護予防・生活支援サー
ビス事業費

予算額(千円) 1,677

決算額(千円) 1,230

（前年決算 1,518

国庫支出金 22.8%

事業CD 855002
事業名 第１号訪問事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

＜事業概要＞
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県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

介護予防訪問介護と同等の、介護予防・日常生活支援総合事業の訪問型サービス
として実施（介護予防訪問　介護相当サービス） 4 4 人

リハビリ専門職によるプログラムの提供、介護職等によるモニタリングの実施（訪問
型サービスC） 5 10 人

　引き続き、適切なケアマネジメントのもと、訪問型サービスの利用の促進を図ります。

　要支援認定者及び基本
チェックリスト該当者（事業対
象者）を対象に掃除、洗濯、
調理等、日常生活上の支援を
行うとともに、生活行為の向
上に向けてリハビリプログラ
ムの提供と生活行為の実践
支援を行いました。

地域支援事業費

介護予防・生活支援サー
ビス事業費

介護予防・生活支援サー
ビス事業費

予算額(千円) 21,940

決算額(千円) 21,547

（前年決算 18,904

国庫支出金 22.8%

事業CD 855003
事業名 第１号通所事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 266 資料

　運動機能や生活機能低下により生活に支障がある虚弱高齢者の生活行為能力の向上を目指
し、役割の再獲得や閉じこもり状態の改善に向け短期集中型の通所事業を行いました。
①通所型サービスC：運動機能向上の短期集中サービス（3か所）　利用実人数：５３名
②通所型サービスA：生活行為向上（３か所）　　　　　　　　　　利用実人数：３９名
【成果】
①通所型サービスC：心身の弱りや変化を感じている人に、適切な介護予防活動の実践をしてもら
うことで、要介護状態に陥ることを予防できました。
②通所型サービスA：他者との交流が図れる他、活動内容を日常生活に活かすなど意欲向上に寄
与し、高齢者の心身機能の維持・向上が図れています。
　令和４年度から新たに西部エリアに1か所ずつ通所型サービスA・通所型サービスCを開設してお
り、サービスが必要な時期を逃さず利用を開始できている状況です。

＜事業概要＞
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県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

主に生活行為向上を目的に実施（通所型サービスA） 40 39 人

主に運動機能向上を目的に短期集中サービスとして実施（通所型サービスC） 73 53 人

　卒業後の地域の通いの場の整備をすすめます。

　運動機能低下や認知機能
低下、閉じこもりがちな高齢者
等を対象に、筋力アップトレー
ニングや生活行為向上プログ
ラム、環境評価等を実施し、
日常生活動作能力の向上、
役割の再獲得、地域活動へ
の参加を目指した通所型サー
ビスを実施しました。



無

款 04 ＜成果・実績＞

項 11

目 02

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 04 ＜成果・実績＞

項 11

目 03

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

地域支援事業費

介護予防・生活支援サー
ビス事業費

介護予防ケアマネジメント
事業費

予算額(千円) 5,476

決算額(千円) 5,145

（前年決算 5,759

国庫支出金 22.8%

事業CD 855501
事業名 介護予防ケアマネジメント事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 268 資料

　要支援者または介護予防・日常生活支援総合事業の事業対象者に対し、自立支援を目的とした
ケアプランを作成するなどケアマネジメント業務を委託し実施しました。コロナ禍において閉じこもり
や機能低下をきたした高齢者の相談が増えサービス利用者が増加したことに対応しました。また、
プランを作成する専門職が、利用者の自立支援に向けたケアプランが作成できるよう、ケアマネジ
メント会議を開催しプラン内容を検討する等、本人の能力を適切に見極め、自立支援に向けたプラ
ンニングができるようケアマネジメント担当者のスキルアップを図りました。
　　ケアプラン作成件数　３８５件（直営１１件、居宅介護支援事業所０件、地域包括支援センター３
７４件）
　　初回加算　　　　　　  ５６件
※総合事業のみ利用のケアマネジメント件数を計上

＜事業概要＞
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県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

　総合事業を利用する被保険
者に対して、介護予防ケアマ
ネジメント（介護予防プランの
作成）を行うものです。

自立支援を目的としたケアマネジメント・ケアプラン作成（介護予防ケア
マネジメント） 441 385 人

　引き続き、要支援者や事業対象者の自立支援をより意識したプランニングができるようケアマネ
ジャーの力量を高めることと、事業を利用する高齢者が増加することによる担当ケアマネジャー不
足が課題です。

地域支援事業費

介護予防・生活支援サー
ビス事業費

　当年度の執行はありませんでした。

高額介護予防サービス費
相当事業等諸費

予算額(千円) 90

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

事業CD 855601
事業名 高額介護予防サービス費相当事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 268 資料

＜事業概要＞

　介護予防・総合事業の自己
負担額が一定の基準を超え
た場合に給付を行い、利用者
負担を軽減しました。

　総合事業の利用者が増えることにより、当該事業の対象があれば、適切な給付を行います。
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無

款 04 ＜成果・実績＞

項 11

目 03

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 04 ＜成果・実績＞

項 12

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 855701
事業名 高額医療合算介護予防サービス費相当事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 268 資料

＜事業概要＞

　医療保険と介護予防・総合
事業の一年間の自己負担額
合算額が一定の基準を超え
た場合に給付を行い、利用者
負担を軽減しました。

　総合事業の利用者が増えることにより、当該事業の対象があれば、適切な給付を行います。
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地域支援事業費

介護予防・生活支援サー
ビス事業費

　当年度の執行はありませんでした。

高額介護予防サービス費
相当事業等諸費

予算額(千円) 10

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

地域支援事業費

一般介護予防事業費

一般介護予防事業費

予算額(千円) 4,266

決算額(千円) 3,524

（前年決算 3,741

国庫支出金 22.8%

事業CD 856001
事業名 一般介護予防事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 268 資料

地域リハビリテーション活動支援事業では、いきいき百歳体操の場にリハビリ専門職を派遣し、より効果的な
介護予防活動となるよう指導助言を行いました。また、介護予防活動の質の向上に向け、高齢者にかかわる
ケアマネジャーなどの専門職に対しても、リハビリテーションの専門的見地から自立支援を念頭に置いた指導
助言を実施し、ケアマネジメントの質の向上にも取り組みました。
　地域リハビリテーション推進会議においては、市内医療機関・事業所のリハビリテーション専門職がそれぞ
れの強みを生かし、高齢者がどのような状態であっても、地域リハビリテーションの考え方のもとに、その人ら
しい生活の実現のための支援が提供できるよう、連携強化に向けた取組を進めてきました。令和５年度には３
年ぶりに集合開催で地域リハビリテーション推進会議を開催し、２９名が参加され、顔の見える関係づくりが進
みました。
　虚弱な高齢者も含むすべての高齢者が利用できる地域の通いの場を増やすための「地域介護予防活動支
援事業補助金」を引き続き実施し、高齢者の生きがいや社会的役割のにつながるよう整備しました。（令和５
年度申請数：４件）。

＜事業概要＞
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県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

　高齢者の機能回復訓練など高
齢者本人へのアプローチだけで
なく、生活環境の調整や地域の
中に生きがい・役割をもって生活
できるような居場所と役割づくり
を行うなど、高齢者を取り巻く環
境へのアプローチによって介護
予防を推進しました。

リハビリテーション専門職が介護予防の推進に積極的に関与する地域
リハビリテーションの推進（地域リハビリテーション活動支援事業）

集団指導3
個別指導45

集団指導12
個別指導40 件

介護予防効果の高い住民主体の通いの場づくり（いきいき百歳体操普
及） 116 115 件

　通いの場等の社会資源に関する情報について、地域で活躍する専門職らとも情報共有するととも
に、高齢者の生きがいづくりや社会参加を促進するため、引き続き生活支援体制整備事業とも連
携した取り組みを行います。



無

款 04 ＜成果・実績＞

項 13

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 04 ＜成果・実績＞

項 13

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

地域包括支援センターの委託設置・直営運営・運営管理 3 4 か所

　日常生活圏域ごとに地域包括支援センターを設置したことにより、それぞれの圏域の社会資源や
ネットワークを活用した地域包括支援センターの相談体制の充実を図ること、また相談支援を通じ
て把握した地域課題の解決に向け、市民や関係機関等と課題を共有し、取り組みを推進していき
ます。

回

　地域包括支援センターを日常生活圏域毎の4か所に設置したことにより、各圏域の社会資源や
ネットワークを活用した地域包括支援センターの相談体制の充実を図るとともに、相談支援を通じ
て把握した地域の課題解決に向けて、市民や関係機関と課題を共有し取組を推進します。

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

総合相談事業費

予算額(千円) 9,947

決算額(千円) 9,693

（前年決算 98,752

国庫支出金 38.5%

事業CD 857001
事業名 総合相談事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 270 資料

相談数の増加や支援困難ケースへの対応等地域包括支援センターの機能強化を図るため、令和
４年度から各地域包括支援センターの職員を増員し、職員体制の充実を図りました。また、地域包
括支援センターの役割等について、広報や自治会回覧、関係機関へチラシの配布等周知を図りま
した。また、関連事業の周知啓発の際にも地域包括支援センターの周知を実施しました。
　総合相談件数は昨年度より減少しましたが、課題が複雑で解決が困難な事例が増加しており、そ
の都度地域包括支援センターと関係各課、介護支援専門員や民生委員等が連携して対応しまし
た。本人や家族だけでなく、医療機関等の関係機関、民生委員や近隣住民からの相談につながる
ケースもありました。

事業CD 858201
事業名 地域包括支援センター運営事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 270 資料

＜事業概要＞
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県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

地域包括支援センターによる総合相談の実施（総合相談事業） 16,174

　地域包括支援センターの機
能強化に取り組み、事業の充
実を図ることで、高齢者が地
域で安心して暮らし続けられ
るまちづくりを推進しました。

14,439

県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

総合相談事業費

予算額(千円) 78,753

決算額(千円) 78,588

（前年決算 －

国庫支出金 38.5%

　令和４年度までは市内３か所に圏域地域包括支援センターを設置し、委託により運営を行ってきました。より
身近な総合相談窓口として地域包括支援センターを設置することで、早い段階で相談につながることができる
ようにするため、令和５年度から安土圏域に１か所、直営の地域包括支援センターを新規開設し、日常生活圏
域ごとに１か所整備を図りました。新規開設に伴い、自治会回覧や、医師会等関係機関へのチラシ配布、また
民生委員等が集まる場に出向き周知を図りました。その他３か所の地域包括支援センターは引き続き委託し
ており、地域包括支援センターの役割等について、市民周知をはじめ関係機関へも周知を図りました。
　地域包括支援センター運営協議会については、令和４・５年度の２年任期で、学識経験者１名、医師等医療
従事者１名、介護サービス事業者２名、地域社会福祉保険関係団体の代表者２名、関係公的機関・行政機関
の代表者２名を委嘱し、令和５年度は１２月に１回実施しました。運営協議会では、地域包括支援センター運
営の評価と検討、また東部地域包括支援センターの委託を終了し直営運営に変更することについて協議を行
い、次年度に向けた方針を明確にしました。

＜事業概要＞
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　担当圏域における地域包括支
援ネットワークの充実を図り、高
齢者が地域で安心して暮らし続
けられる地域づくりを推進しまし
た。

地域包括支援センター運営協議会によるセンター運営の評価・協議（地域包括支援
センター運営協議会） 2 1 回



無
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38.5%

養護者による虐待通報は55件、養介護施設従事者等による虐待通報は3施設でした。養護者による虐待では、介護負担が
虐待の発生要因の一つであるため、介護者支援を重点的に他事業と連携しながら取組を実施しました。
高齢者虐待防止ネットワーク会議は、個別ケースの実態や各種事業の実施状況、関係機関の取り組みを評価し、虐待防止
に向け高齢者の権利擁護、支援が必要な高齢者の発見や地域の見守り体制の構築、虐待防止に向けた取組について協
議しました。
高齢者虐待ケース検討会では、弁護士・社会福祉士（支援ネットから出張）、近江八幡市蒲生郡医師会等の参加により虐待
ケースについてよりよい支援となるよう助言を受け事例の蓄積を行いました。
成年後見制度促進基本計画に基づき中核機関を設置し、法律専門職や福祉専門職等との連携を深めました。
高齢者虐待防止ネットワーク会議：1回　高齢者虐待ケース検討会議：3回　高齢者虐待対応支援ネット委託：1か所
高齢者虐待診断指導委託業務：1か所　見守りネットワーク構築のための企業協定 ：１7事業者　東近江圏域中核機関委
託：１か所

事業CD 857501
事業名 権利擁護事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 272 資料

事業CD 857601
事業名 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 272 資料

＜事業概要＞

47

　高齢者虐待の早期発見・対
応のネットワークを構築し、ま
た認知症高齢者、知的障がい
者および精神障がい者等の
成年後見制度の利用促進を
図りました。

虐待ケースに迅速かつ適切に対応できるよう専門性を高めるため、高齢者虐待対応支援ネットに委
託 1 1 回
成年後見制度の利用促進し権利擁護をはかるため成年後見制度の専門的な相談機関として中核機
関を委託 1 1 ヵ所

＜事業概要＞
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県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

包括的・継続的ケアマネジ
メント支援事業費

予算額(千円) 111

決算額(千円) 79

（前年決算 98

国庫支出金 38.5%

　高齢者の援助を中心的に担
う介護支援専門員等が包括
的・継続的マネジメントを実施
できるような環境整備と、実践
をサポートする個別支援を行
なうことで、地域のマネジメン
ト力の強化を目指しました。

　事業の取組や評価についてはマネジメント委員会を開催し検討をすすめました。令和５年度は９
月及び３月に2回開催し、介護支援専門員及び地域包括支援センターの連携や地域ケア会議の活
用による地域課題の抽出に向けた仕組みづくりについて検討し、第9期介護計画に反映することが
できました。
　介護支援専門員を対象としたケアマネジメント研修会については、「BCP策定および災害時個別
避難計画の作成」をテーマに他課と合同開催し、介護支援専門員の参加者は２０名でした。
　本事業を運営するにあたり、介護支援専門員の活動の実態を把握するため、アンケートやヒアリ
ングを実施し、課題の把握と対応に努めました。

介護支援専門員等を対象としたマネジメント力向上のための
研修の開催

2 1 回

事業の計画・評価を行うための委員会の開催 2 2 回

　引き続き、介護支援専門員等を対象とした研修会や個別支援について、介護支援専門員の意見
を取り入れながら、検討・評価を行います。

虐待等の見地侵害から高齢者を擁護するため、地域・職域・介護保険サービス事業所、専門機関等
からなるネットワークの構築 1 1 回

　養護者による高齢者虐待への対応として、虐待の発生要因の１つである介護負担の軽減に向けて、引き続
き介護支援専門員への啓発を行っていきます。また、高齢者虐待の早期発見・対応が出来るようマニュアル
の見直し、関係機関対象に研修会の開催、ネットワーク構築に向けた取組を継続します。
　成年後見制度について、制度が必要な方の利用が適切な制度利用ができるようになるため、制度の啓発や
関係機関・専門職との連携を図っていきます。

県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

権利擁護事業費

予算額(千円) 1,569

決算額(千円) 1,509

（前年決算 1,509

国庫支出金



無
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地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

任意事業費

予算額(千円) 21,630

決算額(千円) 20,518

（前年決算 18,817

国庫支出金 38.5%

１．在宅高齢者紙おむつ支給事業
　要介護認定を受けている低所得世帯の高齢者を在宅で介護している家族等に対して、紙おむつ等の介護用品を支給し、
経済的負担の軽減を図りました。
・対象者人数（延べ利用者数）3,724人
２．緊急一時保護所運営事業委託及び緊急一時保護措置の実施
　虐待により生命を脅かされ、養護者との緊急分離が必要と判断された高齢者を一時保護するため、、緊急時のための居
室を確保すると共に、緊急一時保護が必要な高齢者について保護措置を実施しました。
・措置者数　２人
３．成年後見市長申立て及び成年後見人等支援事業
　判断能力が不十分である認知症等の高齢者で、親族がいない、もしくは親族がいても成年後見などの申立をする意思が
無い場合に、市長による申立を行いました。また成年後見人等への報酬の全部又は一部を助成することにより、成年後見
人等が成年被後見人等の財産の管理及び生活の監護に関する事務が適切に行えるよう支援しました。
・市長申立実績　３件　　　報酬助成実績　２件

事業CD 857101
事業名 家族介護支援等事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 272 資料

事業CD 857201
事業名 介護給付適正化等事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 272 資料

＜事業概要＞
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　高齢者が要介護状態となっ
た場合においても、可能な限
り地域において自立した日常
生活を営むことができるよう
高齢者の介護をしている家族
等を支援しました。

県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

件

要介護認定を受けている高齢者を在宅で介護している家族等に対して紙おむつ等
の介護用品を支給 3,414 3,724 人

2 人

判断能力が不十分な認知症等の高齢者について、成年後見市長申立等の実施
成年後見人等が適正な事務を行えるように、成年後見人等への報酬助成 9 5

県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

適正化検討会 7 4 回

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

　国保連合会の給付実績データを活用して、利用者の状態像と給付実績に不整合が疑われるケー
スや保険給付が適切か否かについて保険者の個別判断が必要なケースについては、専門職によ
る適正化検討会を４回開催してケアプランの見直し等の助言・指導を行いました。
　また、特定の条件に該当するプランについては、個別に書面で審査を行いました。
 
 
 
 
 
 
 
 
 

任意事業費

予算額(千円) 448

決算額(千円) 385

（前年決算 383

国庫支出金 38.5%

＜事業概要＞ 助言・指導 10 4 回

　給付関連データ等から抽出
したケアプランと個別判断の
検討が必要な介護サービス
等について給付適正化を図り
ました。利用者がサービスの
種類や給付費を認識できるよ
うに利用者に介護給付費額
等を通知しました。

書面審査 0 8 件

　専門職の意見を取り入れながら、居宅介護支援事業所への助言・指導を行い、本人の容態に
あった自立支援・重度化防止に資する支援内容となっているか、ケアプラン作成にあたって適切な
ケアマネジメントが行われているかを検証し、適切な介護給付に繋げられるよう努めます。
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　在宅高齢者紙おむつ支給事業については、要介護認定者数の増加に伴い対象者は増加が見込
まれるため、対象者数を注視しつつ、事業の継続に向けて検討していきます。
　成年後見人等支援事業については、高齢社会の進展に伴い対象者は増加することが見込まれ
るため、制度の利用促進や適切な利用に向けた取り組みを継続していきます。

被虐待者と養護者の緊急分離が必要と判断した高齢者を一時保護するため、措置
を実施 3



無
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事業CD 857302
事業名 介護相談員派遣等事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 272 資料

県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

介護相談員による介護施設への訪問の実施 46 84 回

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

　令和５年度は、１９名の介護相談員が介護施設への訪問を感染予防を徹底しながら、訪問可能
な施設において実施しました。
　また、毎月の介護相談員連絡会（年１２回）では、訪問した施設の活動報告や介護保険制度に関
係する資料を持ち寄り勉強会を行いました。

任意事業費

予算額(千円) 707

決算額(千円) 456

（前年決算 501

国庫支出金 38.5%

事業CD 857401
事業名 福祉用具・住宅改修支援事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 272 資料

＜事業概要＞ 施設、介護相談員、行政による三者会議（オンライン） 7 16 回

　介護相談員が介護サービス
利用者からサービスへの疑問
等を聞き、「事業者と利用者と
市」の橋渡しを行い、サービス
の質の向上に繋げる活動を
行いました。

　現介護相談員の高齢化、新規介護相談員の減少により、存続自体が危惧されます。今後、新規
相談員の募集を継続し広報周知するとともに、体制の見直しを図ります。
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県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

居宅介護支援事業所を対象に補助金を交付 2 5 件

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

　要介護・要支援の認定を受けた方で他のサービスは利用せず、住宅改修のみを希望する利用者
に対し、住宅改修の申請に係る理由書の作成実績のあった事業所へ、１件につき３，０００円の補
助金を交付しました。また、リハビリ専門職を有する事業所と委託契約を結び、一定の要件に該当
した支給申請について住宅改修実地調査を行い、これに基づき報告を受けた案件1件につき６，６
００円の委託料を交付しました。その結果、住宅改修のみを必要とする被保険者への適正な給付、
複雑な改修を行う被保険者への助言・指導等を行うことが出来ました。

任意事業費

予算額(千円) 96

決算額(千円) 48

（前年決算 46

国庫支出金 38.5%

＜事業概要＞ 住宅改修実地調査委託に対する委託料の交付 6 5 件

　住宅改修は、介護支援専門員
が作成する理由書で必要性等を
決定するため、改修のみの場
合、作成依頼した専門員等がい
る居宅介護支援事業所に補助金
を支給しました。また、提出書類
からは現状把握が困難な要件
は、リハビリテーション専門職に
点検を依頼しました。

　今後も被保険者が必要な住宅改修を行えるように、補助金・委託料の適正な支給に努めます。
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無

款 04 ＜成果・実績＞

項 13

目 05

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 857701
事業名 認知症サポーター養成事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 272 資料

①サポーター養成講座の実施
認知症サポーター養成講座については、中学校、高校、企業や団体に向けて認知症の理解を深め
てもらえるよう講座を実施するとともに、自治会等地域での認知症啓発については、近江八幡市独
自の啓発人材であるオレンジサポーターによる啓発を実施し、認知症の理解を深め、早期対応に
つながるよう市民啓発を行いました。（オレンジサポーターによる認知症啓発：２５８人）
②ボランティア講師等育成のための研修
２年ごとに東近江圏域での開催をしている、啓発講座の講師役であるキャラバン・メイトの養成研修
を令和5年度に実施し、新たに１３名のキャラバン・メイトを養成しました。
オレンジサポーターについては、情報共有・活動支援の目的で定例会を１０回開催しています。

県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

　今後も認知症高齢者が増加
するが、認知症になっても本
人の意思が尊重され出来る
限り住み慣れた地域で自分ら
しく生活できる地域づくりを推
進するため、認知症について
正しく理解し認知症の人や家
族の支えとなる市民を増やし
ました。

広く市民に認知症の理解を促進する機会を確保するためのボ
ランティア講師の育成支援

6 10 回

認知症の理解を深め、認知症の人やその家族を支える認知症
サポーターを養成する

257 808 人

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

任意事業費

予算額(千円) 174

決算額(千円) 173

（前年決算 35

国庫支出金 38.5%

事業CD 857801
事業名 在宅医療・介護連携推進事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 272 資料

＜事業概要＞
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県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

在宅医療・介護連携推進
事業費

予算額(千円) 164

決算額(千円) 147

（前年決算 186

国庫支出金 38.5%

＜事業概要＞
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　啓発人材であるキャラバン・メイトの活動が新型コロナウイルスの影響を受け休止状態になってし
まっていた期間があり、啓発活動自体は再開したが、一部のキャラバン・メイトからは活動以前のよ
うに実施できるか不安があると言う声がありました。啓発活動へのモチベーション向上等を目的に
動再開に向けた支援を行います。

　医療・介護に関わる多職種
の連携強化、サービス基盤の
整備と質の向上を図り病気や
高齢になっても住み慣れた地
域で安心して暮らせる地域づ
くりを推進する。

①医療福祉ネットワーク会議おうみはちまん「つながりネット」：5回（参加人数　延136人）
つながりネット地域リーダー全体会議：1回
様々な職種の実践や他職種と連携した取組、把握している課題などを共有し、顔の見える関係づくりやネットワーク構築を
推進し、お互いの職種の理解を深めるとともに、課題解決に向けて誰とどのように繋がっていけばよいかを認識する機会と
なりました。
②ACPに関する出前講座：5回（参加人数　延111名）
市民が自分らしい生き方を考えるきっかけとなるよう「わたしらしさ発見ノート」を官民協働で作成し、コミセンや医療機関等
に配架しました。また、ACP（人生会議）に関する地域への出前講座を実施しました。
③排尿支援員養成講座　受講者13名
専門職が市民のセルフケア力を高める関わりを実施し、排尿支援を切り口とした多職種による連携体制の構築につながっ
ています。
④　医療連携推進会議：1回
医師、歯科医師、薬剤師等で委員で構成し、本事業の評価を行いました。

医療連携推進会議の実施 1 1 回

つながりネットの実施 6 5 回

　市民ひとりひとりの望む暮らしの実現に向けて、在宅医療と介護の切れ目のない支援体制の構
築や市民のセルフケア力の向上を図るため、「つながりネット」を活用した多職種連携の推進、認知
症ケアパスや入退院支援ルール等の見直し、排尿支援員の養成や専門職が市民の活動に積極
的に関与できる場づくりを推進します。



無

款 04 ＜成果・実績＞

項 13

目 06

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 04 ＜成果・実績＞

項 13

目 07

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 857901
事業名 生活支援体制整備事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 274 資料

＜事業概要＞
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県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

生活支援体制整備事業費

予算額(千円) 9,142

決算額(千円) 8,956

（前年決算 8,766

国庫支出金 38.5%

1 回

商助推進会議（第1層協議体）の開催
商助推進事業者登録制度への新規登録

1
6

1
4

回
箇所

生活支援コーディネーターの設置
生活支援体制整備業務委託

1
3

1
3

人
箇所

・商助推進事業者の登録や取り組みの拡大
・高齢者の社会参加と生きがいの創出の更なる促進
・高齢者に対する外出やごみ出し等の生活支援について関係機関と連携し検討

　高齢者に必要な生活支援・介護予防サービスが提供される体制の充実、強化および高齢者の社会参加の促進に向け、
関係機関と連携して多様な主体による取り組みを推進するため、各中学校圏域に対応する3箇所に生活支援体制整備業務
を継続委託し、生活支援コーディネーター（第2層）を配置。地域の特性に応じた支え合いのしくみづくりに向けて、取り組み
を行いました。
１）社会資源の把握、資源開発
・地域資源の活動把握
・高齢者生活支援サービスに関する情報を継続収集・公開
２）ニーズと取り組みのマッチング
・第１層協議体会議の開催（１回）
・商助推進事業者登録の拡大（登録事業者３７箇所）
３）住民、高齢者自身や多様な主体の支援活動への意識醸成およびネットワークの構築
・コミュニティセンターへの商助推進事業者紹介冊子の情報更新
・各圏域ごとに、高齢者自身や多様な主体の支援活動への意識醸成およびネットワークを構築

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

認知症総合支援事業費

予算額(千円) 7,097

決算額(千円) 6,901

（前年決算 6,624

国庫支出金 38.5%

事業CD 858001
事業名 認知症総合支援事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 274 資料

①認知機能向上型カフェ：認知機能向上型カフェを運営しました。（認知機能向上型カフェ：24回、延172人、実人数12人うち
新規参加者0人）
②認知症初期集中支援チーム員会議：専門職による初期支援の検討と訪問活動等による支援を実施しました。（検討ケー
ス：6件、チーム員会議：8回開催）
③もの忘れ相談会：認知機能低下の疑いのある人を早期に発見、治療につなげることを目的に実施しました。（ひまわり館：
4回、34人、安土地域包括支援センター：1回、11人）
④介護者支援：介護者のつどいを開催しました。（開催回数：6回、延32人、実人数16人）
⑤若年性認知症対策事業：若年性認知症の人の課題や支援に関しする研修会に参加しました。
⑥認知症地域支援推進員の体制整備：各圏域に認知症地域支援推進員を配置し、認知症事業を協働で実施しました。（認
知症地域支援推進員の人員配置：3圏域地域包括支援センターに6人）
⑦認知症啓発：中学校、企業等でサポーター養成講座の実施、コミュニティセンターでの認知症啓発を行いました。また、小
学校や自治会等でオレンジサポーターが啓発を実施しました。（サポーター養成講座：企業等332人、中学校2校227人、高
校2校221人、自治会など団体への認知症啓発：2か所28人、オレンジサポーターによる認知症啓発：11回258人）

＜事業概要＞
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県支出金   12.5% 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

　認知症についての早期からの
適切な診断や対応、正しい知識
と理解に基づく本人や介護者へ
の支援が提供できるよう総合的
な認知症施策を実施しました。

専門職が参加した認知症初期集中支援チーム員会議の実施 5 8 人

認知症予防活動や相談ができる認知機能向上型カフェの実施 232 172 人

認知症に関する地域のネットワーク構築や対応力向上に向けた取り組みを実施す
る認知症地域支援推進員の配置。 6 6

啓発事業の開催や啓発物の作成 2

人

　地域の通いの場をはじめ、地域活動の中で認知症予防に関する取組を広げていくことは、一般介護予防事
業の取り組みとも併せて今後も継続します。認知症カフェを含め、地域の身近な場で認知症の本人、家族、支
援者がつながりを持ち、切れ目のない支援体制が構築できるよう、関係機関と連携し場の整備に向けて取り
組んでいきます。認知症の本人だけでなく、介護者が地域の身近な場所で気軽に参加できる場も必要なこと
から、地域の社会資源の創出については、認知症地域支援推進員を中心に、関係機関と情報共有しながら協
働で実施します。

　高齢者が地域で暮らし続け
るために、生活支援等のサー
ビスの体制整備に向けて、多
様な主体の参画による支え合
いのしくみづくりを進めまし
た。



無

款 04 ＜成果・実績＞

項 13

目 08

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 04 ＜成果・実績＞

項 14

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 858101
事業名 地域ケア会議推進事業

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 274 資料

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事
業費

地域ケア会議推進事業費

予算額(千円) 12

決算額(千円) 0

（前年決算 62

国庫支出金

事業CD 852902
事業名 審査支払手数料（地域支援事業費）

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 276 資料

＜事業概要＞
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＜事業概要＞

　サービス提供事業者からの
保険請求について、国民健康
保険団体連合会に内容の審
査を委託し、適正かつ効率的
に介護保険給付の支払いを
行いました。

　滋賀県国民健康保険団体連合会への審査支払委託による地域支援事業費支払いの適正化と効
率化のため、引き続き適切な支出を行います。
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県支出金   12.5%

地域支援事業費

その他諸費 　サービス提供事業者からの保険請求について、国民健康保険団体連合会に内容の審査を委託
し、適正かつ効率的に介護保険給付の支払いを行いました。

審査支払手数料

予算額(千円) 15

決算額(千円) 5

（前年決算 7

国庫支出金 2.28%

　高齢者等個人に対する支援
の充実と、それを支える社会
基盤の整備とを同時に進め、
地域包括ケアシステムの実現
に寄与する事業です。

　高齢者の自立支援と効果的な相談支援の充実と地域における社会資源の総合調整を目的に各種地域ケア
会議を実施しました。令和４年度は特に増加する認知症の人へのケアマネジメントの向上を目指し、地域ケア
会議を通じて多職種との連携や社会資源の整備に向けた方向性を共有することができました。
ケアマネジメント会議については、要支援ケースの自立支援に資するマネジメントの検討を実施しており、介
護保険サービスに留まらずインフォーマル資源を活用した個別性の高いケアマネジメントの実践を実現しまし
た。
　＜個別レベルの地域ケア会議＞
【開催回数】
　・圏域ケアマネジメント会議（自立支援型地域ケア会議）：延べ95件（東部16件、中北部25件、西部38件、安
土16件）
 ・市ケアマネジメント会議（自立支援型地域ケア会議）：延べ80件
・圏域地域ケア個別会議：延べ７件（西部3件、中北部2件、安土2件）

「個別課題の解決」「地域課題の発見」機能を果たす地域ケア
会議

7 7 件

高齢者の自立支援に向けた個別会議 153 175 件

　高齢者が住み慣れた地域で長く生活するためには、公的サービスのみならず、地域全体のイン
フォーマルサービスを調整し個別性の高いケアマネジメントの実践が不可欠です。今後は、個別事
例から身近な地域、生活圏域で解決できる仕組みを構築できるよう、高齢者の生活を支える社会
資源の創出に向け、日常生活圏域を担当する地域包括支援センターの地域ケア会議を軸とした地
域づくりを進めていきます。



無

款 06 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 07 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

基金積立金

基金積立金 　介護保険給付準備基金の運用利息および前年度繰越金のうち余剰分を基金会計に積み立てま
した。

介護給付費準備基金積立
金

予算額(千円) 42,265

決算額(千円) 42,265

（前年決算 38,745

国庫支出金

事業CD 961502
事業名 介護保険給付準備基金

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 276 資料

＜事業概要＞ 介護保険給付準備基金 年度中積立額 38,745 42,265 千円

　介護保険給付準備基金の
運用利息および前年度繰越
金のうち余剰分を基金会計に
積み立てました。

介護保険給付準備基金 年度中繰入額 0 0 千円

　介護保険事業の安定運営のため、余剰金の積み立て及び適切な活用を行います。
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県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和4年度 令和5年度 単位

介護保険給付準備基金 年度末残高 1,093,850 1,136,115 千円

諸支出金

償還金及び還付加算金 　第１号被保険者の税申告の修正等に伴い、過年度の介護保険料が減額となり、保険料の還付を
行いました。

第１号被保険者保険料還
付金

予算額(千円) 3,500

決算額(千円) 2,858

（前年決算 2,272

国庫支出金

事業CD 859001
事業名 保険料還付金

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 276 資料

＜事業概要＞

　介護保険料の変更等に伴う
第１号被保険者の過年度還
付に備えました。

　介護保険事業の安定運営のため、速やかな還付処理を行います。

60

県支出金   



無

款 07 ＜成果・実績＞

項 01

目 02

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 07 ＜成果・実績＞

項 01

目 04

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

諸支出金

償還金及び還付加算金 　過年度に交付された国県支出金等について、実績報告等に基づき、超過交付となった分を返還
しました。

　（償還内訳）
　・国　介護給付費負担金　９４，０５４，２８８円
　・県　介護給付費負担金　７２，０１６，４２５円
　・国　地域支援事業交付金　２，０７４，４７９円
　・県　地域支援事業交付金　１，１９９，７７９円
　・支払基金　地域支援事業支援交付金　９８２，２３５円

償還金

予算額(千円) 170,328

決算額(千円) 170,327

（前年決算 134,973

国庫支出金

事業CD 859301
事業名 償還金

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 276 資料

＜事業概要＞

　保険給付見込額より支給実
績が下回った場合、国、県等
からの負担金等の差額を返
還しました。

　今後も超過交付が発生した場合は、速やかに返還を行います。
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諸支出金

償還金及び還付加算金 　第１号被保険者の税申告の修正等に伴い過年度の介護保険料が減額となったことに対する保険
料還付に伴い、還付額や還付までの期間に応じて一定割合を乗じて計算した金額を還付加算金と
いい、発生した場合に支出しました。

第１号被保険者還付加算
金

予算額(千円) 20

決算額(千円) 3

（前年決算 0

国庫支出金

事業CD 859101
事業名 還付加算金

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 276 資料

＜事業概要＞

　第１号被保険者の介護保険
料還付にともなう還付加算金
を支出しました。

　還付金に対して、適正に加算金を算定し、速やかな還付処理を行います。
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無

款 07 ＜成果・実績＞

項 03

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 09 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

276 資料

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁 276 資料

諸支出金

繰出金 　低所得者層への保険料軽減相当額を補てんする過年度一般会計繰入金が、実績額に基づき超
過繰入となったため、一般会計に返還（繰出）しました。

他会計繰出金

予算額(千円) 198

決算額(千円) 198

（前年決算 －

国庫支出金

事業CD 950115
事業名 一般会計繰出金－介護保険特別会計保険事業勘定

所管課 介護保険課

会計
介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）
決算書頁

＜事業概要＞

　不測の事態に備え予備費を
計上しました。

　引き続き、予備費を充用することのないよう、適正な予算管理に努めます。
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＜事業概要＞

　過年度一般会計繰入金が、
実績額に基づき超過繰入と
なったため、一般会計に繰出
しました。

　今後も超過交付が発生した場合は、速やかに返還を行います。
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予備費

予備費 　不測の事態に備え予備費を計上しましたが、当年度は予備費を充用する事態が生じませんでし
た。

予備費

予算額(千円) 100

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

事業CD 980115
事業名 予備費－介護保険事業特別会計（保険事業勘定）

所管課 介護保険課


